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I はじめに
障害領域における相談支援は，これまで障害種別
（知的障害，身体障害，精神障害等）に応じて実施され
てきが，平成18年10月，障害者自立支援法によっ
て「3障害の一般的な相談支援事業」注1）として法
定化され，実施主体は市町村に一元化された。3障
害対応の総合相談に従事する相談支援従事者には，
新たな体制と役割や機能のなか保健医療等の多職
種との専門職間連携を意識した専門性（知識，技術，
価値）が求められている。
これまでも専門職間連携はヒューマンサービスに
おける多様な領域で発展してきた（吉池栄 2009）。
連携能力は相談支援従事者（ソーシャルワーカー）に
求められる重要な資質であり，わが国のソーシャル
ワーカーは『社会福祉士及び介護福祉士法』第47
条注2）において連携の義務が規定され，社団法人日
本社会福祉士協会の倫理綱領注3）には他の専門職と
の連携協働が明示されている。障害者領域の実践
レベルでは，障害者自立支援法以前に厚生労働省社
会援護局障害保健福祉部（2002）が作成した『障
害者ケアガイドライン』において，障害者ケアマネ
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ジメント実施体制における関係諸機関との連携の必
要性とともに，障害者ケアマネジメント従事者に求
められる資質として，「チームアプローチを展開す
る力」など公的サービスやインフォーマルサポー
ト等を組み合わせた様々な支援者のチームワークの
形成の必要性が示されている。
法律等において理念上使用されている「連携」
「チームワーク」といった用語は，実践現場ではそ
れぞれ明確な区別はなく同様の概念を意味し，使用
している場合が多々ある（吉池栄 2009）。その曖
昧さ故に，実際の援助過程では専門領域で使用する
用語の使い方の違いにより，職種間の境界にあたる
課題においてどの専門職がリーダーシップをとるの
か，ケースの主担当を誰にするのかなど，分業を考
える際に食い違いが生じやすい。しかし，支援者が
状況や対象者，チームの力量によって適切なモデル
を選択することで，多職種間の共通認識を得ること
が可能になる。実際の専門職間連携の展開過程は複
雑であり，画一的にとらえることはできないとされ
るが（松岡 2000），モデルが認知的枠組みを描写す
るメタファーであると言われることからも，複雑な
専門職間の連携をモデル化することは，実践者にと
って現実の連携を認識する手立てとなり，今後の支
援を向上させていくうえでも意義があるといえる。
医療福祉分野における専門職間連携は，菊池
（2002）によってチームアプローチモデルが整理さ
れているが注4），実際にはどのように実践すればよ
いのか，その具体的なアプローチのあり方を示す研
究は未だ十分とは言えない。具体的なアプローチを
検討していくうえで，まず多職種との支援展開過程
から専門職間連携の実態を明らかにし，相談支援従
事者の課せられた職務または状況に対し発揮する動
的な側面，すなわち働きや機能に着目し，展開する
プロセスを再確認していく作業が求められる。
II 研究目的
本研究の目的は，障害者相談支援従事者が困難な
事例を通して認識する，専門職間連携の促進要因，
阻害要因を明らかにし，専門性向上を目指した専門
職間連携のあり方を検討することである。わが国に
おける「連携」概念の諸定義に関する研究は2000
年以降増え（久保2000，松岡2000，長谷川2001，筒井
2003），それらは共通して「連携」を，各専門職な
いしは各機関が共通の目標に向けて互いに協力しな
がら業務を遂行することと定義し，単独の学問領域
及び個人のみでは達成困難な課題と，そこでの協力
過程が含まれるとされる。
「連携」の実態を明らかにした研究として，連
携の類型化（松岡 2000）注 5）や連携の段階（前田
1990）注6）があげられるがいずれも具体的な連携活
動は提示されていない。連携の実態を実証した研究
として筒井（2003）は，「連携活動評価尺度」を開
発し，構成概念として①情報共有，②業務協力，③
関係職種との交流，④連携業務の処理と管理をあげ
ている。多職種，多機関による専門職間連携が利用
者にとって有効的であることはこれまでの研究で実
証されてきたが，連携の展開過程における具体的な
連携活動に関する研究は少ない。専門職の力量や裁
量は個人の活動を規定する個人要因のみならず，環
境要因やシステム要因からも影響をうける。連携の
促進要因や阻害要因を，具体的な実践展開から個人
要因，環境要因，システム要因を視野に入れて検討
する必要があり，ここに本研究の意義がある。
また，困難な事例に対する支援のあり方は，これ
までも実践のうえで大きな課題として検討されてき
た。保健医療福祉等多様な領域で「処遇困難ケ
ース」「困難事例」は専門職間のケアカンファレン
ス，事例検討会で多くの時間を費やし，時にはソー
シャルワーカーのバーンアウトに至るものとして領
域を超えた課題といえる。「処遇困難」とみなされ
るケースとして窪田は4つの種類をあげ注7），その
うちの1つを，制度の谷間，関係者間の責任回避，
関係機関相互の無理解連絡不十分に由来して適切
な援助がとれないケースとしている。また渡部料
所は「困難事例」となる要因として，①援助職者要
因，②ケース要因，③クライアント要因の3要因の
関連性をあげ注8），援助職者の基本的価値，技術，
知識のもと，適切なアセスメント，情報収集整理，
教育治療，共同促進といった様々なソーシャル
ワーカーの機能役割を発揮できない場合と説明し
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ている。困難な事例には問題自体の難しさ，クライ
アントの特性とともにこのような援助職者に求めら
れる要因が加わり，複数および長期に亘る解決困難
な課題を有する。これらの課題に対応していくうえ
で援助職者は多様な機関や職種と連携し，適切な支
援役割を選択し実践していくことが求められる。ま
た「困難事例」への対応には，高齢者領域における
介護支援専門員の取組みから多くの研究がされてい
るが（岩下 2001，岡本 2003，吉江他 2004，吉澤 2003，
斎藤佐藤 2006），障害領域の相談支援従事者の取
組みを明らかにした研究は未だ少ない。そこで本研
究では，連携が最も求められる困難な事例を通して，
そこでの障害者相談支援従事者が認識する連携を図
るための職務と行動を明らかにし，その実態から専
門職間連携に求められる具体的な連携活動のあり方
を検討していく。
III 研究方法
1.調査方法
調査対象である障害者相談支援従事者10名には，
対象者の属性，資格，実務経験，相談支援従事者と
しての経験年数を質問票というかたちで事前に記入
を依頼した。その結果，取得資格が介護支援専門員
5名，社会福祉士5名，精神保健福祉士1名で，実
務経験の平均年数は15.6年，相談支援員の平均経
験年数は6.2年であった（表1）。1グループ5名で
構成した2つのグループに対し，それぞれ2時間程
度のフォーカスグループインタビューを実施した。
フォーカスグループインタビューは，グループダイ
ナミクスを用いて質的に情報把握を行う科学的な方
法の1つであり，明らかにしたいテーマに対する関
係者の声を体系的に整理し，テーマの背景にある潜
在的顕在的な情報を把握することに適した方法で
ある。
2.分析方法
インタビューガイドは（1）～（3）の順で行った
（表 2）。インタビューは，対象者の了解を得て IC
レコーダーに録音し，逐語録を作成した。フォーカ
スグループインタビューの進行と調整を行うインタ
ビュアーは調査依頼者が務め，第 1回は 2008年
1月（5名），第2回は2008年3月（5名）に実施し
た。得られたデータは以下の手順によって分析した。
ICレコーダーで録音したデータは逐語録におこし，
発言からその文脈の内容を読み取ってコード化し，
次にコードの意味内容が類似したものをまとめ，そ
の分類が表す内容をサブカテゴリーとした。次にサ
ブカテゴリーを意味内容に従って統合し，その分類
が表す内容をカテゴリーとし，各カテゴリーが内容
を的確に示すよう逐語録を確認しつつこの作業を繰
り返し行った。分析は質的研究に精通した学識経験
者との協議によって随時確認し，データ及びカテゴ
リーとその構造化における信頼性と妥当性の確保に
努めた。
IV 調査結果
本調査では，相談支援従事者が日頃経験的に培っ
てきた連携促進要因について，実践に通じる具体的
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表2 インタビューガイド
（1） 今までの経験，現状の中で，多職種との連携をとるのに成功し
た例について
（2） 今までの経験，現状の中で，多職種との連携をとるのに成功し
なかった例と，困難と感じることについて工夫されていること，
試みていることについて
（3） 今後どのようにすれば，より多職種間との連携が深めていける
かについて
表1 対象者の属性
A（人） B（人）
グループ人数 男性（女性） 5（0） 2（3）
年 齢 1 3
30～ 1 3
40～ 3 1
50～ 1 1
取得資格
介護支援専門員 2 3
社会福祉士 1 4
精神保健福祉士 1 0
介護福祉士 0 2
社会福祉主事 3 4
その他 1 1
勤務形態
常勤（非常勤） 5（0） 4（1）
実務経験
（相談支援員としての経験年数）
平均19（9）年 平均12（3）年
な言葉で体系的に捉えることができた。本調査の対
象者は，実務経験が約8年～24年とキャリアは豊
富であるが，各々の所属における相談員として勤務
年数は1年～19年とばらつきがみられる。そのた
め抽出された内容は，それぞれの対象者の経験に応
じた様々なレベルでの内容から構成されているが，
グループダイナミックスを用いて，具体的な体験に
基づく事例を提示し合い，対象者間の連携における
イメージの共有化を促進することができた。調査結
果には，第1に連携に成功した事例から共通の連携
促進要因を抽出し，第2に困難な事例から連携阻害
要因を抽出し，第3に連携能力の向上，習得に関す
る要因を抽出した。
1.連携促進要因
最初にグループ内で，これまで多職種との連携が
成功した事例を，1人10分程度で話してもらった。
次にグループメンバーの事例提示後（表3），各々の
事例を通じて関わる専門職とその役割（図1），連携
が成功した共通要因について話してもらった。各々
の事例の共通する良好な連携を促進する要因には，
相談支援従事者自身の行動からなる個人レベル要因，
多職種間を含めた行動からなるチームレベル要因，
他機関との体制に基づく機関レベル要因，の上位3
カテゴリーの要因が抽出できた。
個人レベル要因には，相談支援従事者としての職
業上の役割を果たす『使命感』と，日頃の連絡や，
多職種との面識づくりといった『人脈の築き方』が
連携促進要因として抽出された（表4）。
チームレベル要因では，専門職間において利用者
の「「本人主体」の支援」を中心とする，『理念の共
有化』が多く語られ，連携促進要因の核になる要素
となっている。チームレベル要因は，主にケアマネ
ジメントプロセスにおける情報収集アセスメント，
計画，実施段階での内容が多く語られ，専門職間の
『合意形成』（重要度と緊急度の見極め，スケジューリン
グ，達成目標の明確化，意思の確認），『情報の共有化』
（情報提示の工夫），『役割の明確化』（生活面の伝達
代弁者，当事者の思いをつなげる橋渡し，連絡調整交
通整理，仲介者）がサブカテゴリーとして抽出され
た。「「本人主体」の支援」にむけて解決すべき課題
について協議し，情報の共有化を行い，チームとし
ての目標を決定していくプロセスを通して，チーム
内での役割が認識されている。『役割の明確化』は
相談支援従事者の士気にもつながっている（表5）。
機関レベルの連携促進要因は，利用者ニーズに応
える解決すべき課題に応じて，医療分野や司法分野
などこれまで協働体制に含まれていなかった領域及
び専門領域外の機関を，連携機関として広げていき，
共通の目標を明確化していくなかで，お互いの専門
性を尊重しあい，目標に向けての協働を促進させる
要因となる（表6）。
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表3 連携が成功として語られた事例の概要
事例 事 例 の 概 要
A 軽度の発達障害の利用者。家庭内暴力，触法行為等を繰り返し，本人に対応した施設もなく問題行動がエスカレートするな
かで，司法機関との連携を通して家族関係の修復ができた事例
B 父子家庭で，養護学校高等部に単独通学が困難。学校と連携した事例
C 軽度の知的障害の利用者。複雑な人間関係のなかで自己否定的になるが，本人の就労したいという希望と本人の行動に添っ
て行政，医療とが連携した事例
D 脳性マヒの利用者。本人の自覚していない潜在的ニーズに，作業療法士と連携し関わった事例
E 加害行為のある精神疾患をもつ利用者。医療観察保護制度により，本人の地域生活支援に向けて医療と司法が連携した事例
F 難病疾患をもつ利用者。医療ケアから生活を重視したケアへの取組み，目標を多職種間で共有できた事例
G 両親，娘ともに障害がある多問題を含んだ家族。求められる支援において介護保険内外のサービスの混在がみられたため，
支援のなかで専門職間の役割を明確化したもとで連携をとった事例
H 強度行動障害をもつ利用者。多機関に不安定な状態を訴え続けるが，MSWとの連携により窓口を一本化し，関係機関との
方向性が統一できた事例
I 精神障害をもつ利用者の就労支援で，本人をバックアップする医療機関との連携がとれた事例
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表4 専門職間連携の促進要因（個人レベル）
カ テ ゴ リ ー イ ン タ ビ ュ ー デ ー タ
個
人
レ
ベ
ル
要
因
使
命
感
・役割を果たす
・相談は受ける
・信頼関係の構築
「いろんな経過で自分のところに来た人の，夢とか目標とか希望とか叶えなければいけないという，その熱
い使命感みたいなものがまずある。」
「本人のニーズにそって，その人の思いを育んで，家族もときには敵になるかもしれないけれど，味方でい
たいというような自分がある。」
「『なんとかしなくっちゃいけないよね』っていうのがまずスタートだと思う。」
人
脈
の
築
き
方
・人の顔が見える関係づ
くり
・日ごろの面識づくり
「ちょっとした気づきのところで，問い合わせとか気軽にすぐ連絡とれる関係ができ，機関同士で何ができ
るかってことがわかるのがよかった。」
「本人と一緒に行動してその現場に行く，一緒にお願いしに行くということで電話1本を入れると，反応が
違う。」
「電話1本で集まれるという状況ができていた。」
・コミュニケーション能
力
・交渉力の発揮
・事前の駆け引きのテク
ニック
・根回しの必要性
「たぶんストレートにいくとだめだけど，ちょっと遠まわしにいくと折れてくれたりする」
「事業所側の利益につながるものを考えたりする。」
「全然利益にもならないものを，『やってもらえますか？』と言うだけでは今のサービス体系から難しい。
小さなヘルパー事業所の場合，事業所の利益，そういうものも考えられないと，熱意だけでは無理なことが
多い。」
「いろんな時間に訪問したり，根回ししたり，具体的な動きとセットで必ずやっていくものだと思う。」
・的確なメンバーの選択
・人材発掘
・社会資源の活用
「在宅生活とか本人の希望といったものを，どう組み立てるかには，フォーマル，インフォーマルが必ず出
てくる。」
「フォーマルなサービスだけをつなぎ合わせていくだけなら難しくはない。」
「その事業所間で連携をスタートする時の土台が違うと，場合によってはその事業所と連携しないってこと
もあり得る。」
「この事例ではこの事業所とはつき合わせられないという場合もある。」
図1 障害者相談支援に関わる専門職とその役割
2.連携阻害要因
これまでの実践における困難な事例の中で，その
具体的な内容から聞き取れた連携の阻害要因を抽出
した（表7）。各々の事例から共通する連携の阻害要
因は，利用者との関係，多職種との関係，機関との
関係を上位カテゴリーとした。利用者との関係では，
支援関係における利用者との『認識の不一致』が，
支援関係の継続を困難にしていることが述べられた。
多職種との関係では，情報収集アセスメントの段
階での『情報の不一致』，障害者支援専門員の専門
職性や役割における『社会的認知の低さ』，相談支
援者としての『スキルの不足』が抽出された。機関
との関係では，上司との関係性や人事に関する『組
織体制の課題』，サービスに結びつけることが困難
な事例として『制度上の課題』が抽出された。
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表5 専門職間連携の促進要因（チームレベル要因）
カ テ ゴ リ ー イ ン タ ビ ュ ー デ ー タ
チ
ー
ム
レ
ベ
ル
要
因
理
念
の
共
有
化
・「本人主体」の支援
・ニーズ把握
「リスクを説明した上で，本人がどう生活したいのか，その先もどうしたいのか，一緒に考えたいというこ
とを本人に伝え，話し合いを通して看護師も考え方が変わった。」
「相談に来られる方の，就労したいという共通の目的がどの機関とも同じように持てた。」
情
報
の
共
有
化
・情報提示の工夫
・共通認識
・意見交換
「その人のニーズだとか，なぜそうなったのかを理解するための書類をつくり，みんなに説明をする会議を
開く。さらにそこから発展した意見が出てくる。もとを題材にして，またさらにみんなでつくった新たなも
のが出来上がる。それは1人ではできない。連携をして共通認識を図ってそこからさらに議論を深めていく
のは大事なことだと感じる。」
「自分たちの知らない情報を，その会議をやることで力をつけている。」
合
意
形
成
・重要度と緊急度を見極
める
・スケジューリング
「『今これやって，あれやって』となるが，それをするためではなく，答えがあってその仮説をうまく証明す
るために段階を経て行っている。出口がある程度予想されているので，だからがんばれるという流れになる。」
「6ヶ月単位でモニタリングし，ケアマネジメント。そこまでのとりあえずの6ヶ月間の『これだ』という
のがあるとやっていける。」
・達成目標の明確化
・意思の確認
「ここまでがんばろうっていう目標が見えるのは，みんなが同じ温度になれる感じがする。」
「最終的にはこんな感じだから，今はこれをやらなければいけないっていうお互いの確認が必要だと思う。」
役
割
の
明
確
化
・生活面の伝達代弁者
・当事者の思いをつなげ
る橋渡し
・多機関の連絡調整，交
通整理
・仲介者
「結局，生活面のフォローを全然だれも手つかず状態で，そのあたりを確認しながら整理する役割で動くと
うまく回った。」
「本人だけだと家族が加わったたりで混乱する場合があるので，代弁者となる，交通整理をする役割がある。」
「例えば大縄跳びをしていて，自分は回す役で，そこに関係機関の人が1人入ってきて，その人に合わせて
飛べるようになって，それが1人，2人，3人と大縄跳びになり，みんなが調整できて本人支援になってい
く。」
表6 専門職間連携の促進要因（機関レベル要因）
カ テ ゴ リ ー イ ン タ ビ ュ ー デ ー タ
機
関
レ
ベ
ル
要
因
関
係
機
関
と
の
協
働
・支援機関の拡大 「司法に何ができるかっていうことが正直わからなかったが，本人のケースに対して見立てをして，それを
しっかり話し合った結果，一緒に連携できた。福祉だけではここまではできず，もうその時点で限界だった。」
「司法の場合，『法』という部分が厳密にあるので，あいまいなところはやれない部分があるが，そのなかで
どう食い込んでいけるか，向こうも少し歩み寄ってもらうか，どうつなげていくかがポイントだと思う。」
「1人で応えよう，1機関だけで応えようとしたら，その方のニーズをこちらが解決できる範囲にたぶんそぎ
落とすだろうなと思う。あるいはこちらがつぶれるかなと思う。」
・機関同士の信頼関係
・専門性の尊重
「本人の状況を，医療面から確認ができていなかったところが連絡でき，対応として右往左往しなくなった
ところが助かった。」
「精神障害の方の不安定さは，実は事業所の方は全然わからないので，こちらから『まあ大丈夫です』って
いうよりは，完全に医療機関の人から説明をしてくれたほうが，事業所は安心感を持つことができる。」
3.連携能力の向上
相談支援従事者としての知識，技術向上の機会と
して，問題を共有できる体制，研修などに参加でき
る体制の必要性があげられた。専門職としての技術
の向上は，多職種との連携内で専門職としての役割
を的確に果たすことにつながることが認識されてい
る。問題の共有事項を相談できる場を意識的に設け
ていくことは，お互いの技術向上を促す契機となっ
ている（表8）。
研修会などへの参加を受け入れていく体制が，専
門職としての技術の獲得とともに，役割をより積極
的に果たそうとする士気にむすびつくため，研修に
参加しやすい体制が求められる。
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表7 専門職間連携の阻害要因
カ テ ゴ リ ー イ ン タ ビ ュ ー デ ー タ
利
用
者
と
の
関
係
認
識
の
不
一
致
・本人たちは問題と思ってお
らず，つながらない
・外堀を固めたが本人が動か
ず
・利用者の拒否
「この時はこうやって，あとはお母さんに来てもらうだけですねってところまではつくったけど，結
局1回も来ないといったつながらないケース。」
「全然本人たちは問題と思っていなくて，行くと『なんかのセールスに来たのか』って追い返された。」
「外堀を固めたけど本人は動かずというか，本人たちは問題と思っていない。」
「連携を取りたいが，本人たちは『よそはやだ』と戻ってくる繰り返しで，煮詰まってしまうことが2
年半繰り返されている。」
多
職
種
と
の
関
係
情
報
の
不
一
致
・他機関との連絡不足（相手
の時間帯に対応できない）
・会議前の基本的な理解不足
（事前の情報提供の不足）
「機関同士の性格上，その連絡手段がこの時間帯にしか取れないとなると，連絡が取れない状況が出
て，情報の遅れやズレが生じて，最後には連絡が途絶える。」
「会議をするものの利用者のケースの基本的な部分を共有することから始めないといけないことを失
敗を通じて学んだ。」
社
会
的
認
知
の
低
さ
・役割の不明確さ
・相談支援の理解のしづらさ
「後ろ盾に入所施設の看板を持ってたものだから，『施設の職員が何やってんの？』みたいな。『介護
支援専門員の資格持ってんの？』とか，やりずらさがあった。」
「相談というふうにみると，『何でもあり』的な部分があるから，『じゃあ，何屋さんなの？』って話
になりやすい。」
「相談支援従事者？ 何者だ？」みたいな感じで，まだ福祉分野でも認知されてなくて，介護保険の
ケアマネだったらわかるけど，『障害のケアマネ』っていうと，『何それ？』みたいな感じ。」
ス
キ
ル
の
不
足
・専門性を生かした実践能力
の必要性
「技術も大事ですが，それ以上に相手をどう知って，懐に飛び込むのかっていうことを考えながら場
数を踏んでいかないと，連携が取れたつもりが使われているだけだったみたいなことも経験した。」
機
関
と
の
関
係
組
織
体
制
の
課
題
・組織上の制約
・不安定な体制
「所長を通して話し合いをしてくれると一番スムーズに進むところが，その辺でうまくつながりがと
れなかった。」
「福祉事務所のワーカーと児童相談所のワーカーがすぐに異動して，いい関係つくれたなと思ったら
いなくなった。」
制
度
上
の
課
題
・法律の狭間となる事例 「高次脳機能障害の方が，『身体障害？知的障害？精神障害なの？』と施設側からよく聞かれた。」
「40歳以上の脳血管障害の方は，介護保険のサービスだけをあてがわれて，まだ働きたいという意欲
のある方に高齢者のデイサービスとヘルパーのサービスになってしまっている。」
表8 連携能力の向上が得られる体制
インタビューデータ
問
題
を
共
有
で
き
る
体
制
「施設を超えたつながりをしっかりつくっていく。勉強会でもい
いし，事例や利用者を通じて，『この集まりで，また何かやりた
いですね。』とか」
「『今，実はこんなことで困っているんだけど』みたいな話が，あ
る程度できたりする。向こう側も，『じゃあ，最終的に相談して
みようか』とか，1つの連携を意識しながらも，あるいはしなく
ても，交流をとり地域の中でやっていくことが大事だと思う。」
「利用者を通じてと言っても，やはりある程度したら終わってし
まう。それよりも定期的に別の組織があって，『一緒にやってい
こう』『地域のためにいいよね』という話し合いがベースにあっ
て，定期的にやるのがいい。」
研
修
に
参
加
で
き
る
体
制
「『休みの日にわざわざ研修に行かない』とか，『出張だったら行
くよ』とか，まだそういうところがある。」
「『地域が……』っていうよりも，『自分のところをどうするか』
という目がとても強い。『自分のところに利用者が来ればいい』
とか，でもこれからの時代は，地域をどうしていくかといった視
点が事業所に求められて，それがよりよく連携していける土台づ
くりにつながっていく。」
V 考察
調査結果から連携が成功した事例の特徴，対応が
困難な事例の特徴を明らかにしたうえで，連携促進
要因として抽出された，個人レベル要因，チームレ
ベル要因，機関レベル要因の3つのカテゴリーか
ら，各レベルに応じた連携に求められる行動を考察
する。
1.連携が成功した事例の特徴
連携が効果的に行われた事例においては，それぞ
れ数回のケアカンファレンスが実施されている。ケ
アカンファレンスは，困難事例の課題解決について，
多職種が協働して支援の目標や計画を議論し，ケア
マネジメントの展開点として機能する場である。上
原ら（2007）は，参加者の満足度を指標としたカン
ファレンスの効果として，①支援に必要な情報の共
有化，②ケアカンファレンス技術の習得，③連携の
具現化と地域課題の発見，④支援の原則と価値観の
共有をあげている。本調査においては，事例を通し
てケアカンファレンスの効果，満足に関する内容を
聞き取ることができた。
障害者相談支援におけるケアカンファレンスの直
接的な効果は，専門職間での情報を共有化すること
により，事例に対する支援目標を明確化できること，
あるいは再構成できることである。間接的な効果は，
多職種からなるチームメンバーにより相互のサポー
トを得ることができ，その体験は相談支援従事者の
役割遂行における満足感につながっている。
2.対応困難事例の特徴
本調査で対応困難としてあげられた事例は，『都
内区市町村障害者相談支援事業白書』（2008）の調
査での困難事例との共通性がみられた。支援方法と
サービスが十分にない「高次脳機能障害のケース」，
「精神疾患や行動障害を伴う方の日中活動の場の確
保」，「サービス導入を拒否するケース」などが困難
事例として共通している。困難事例の共通する点は，
ある問題が単独で生じているものではなく，対象別，
状況ニーズ別の問題が複合的に重なり合い，問題
が複雑化し，専門職間の役割分担が困難になるとい
った，連携が難しい状況によって更に困難が生じて
いるものと考えられる。
専門職間の役割や価値の違いは，多職種の専門性
や立場を理解していくことで，自らの専門性の意識
を更に高めている。この専門職間の役割や価値の違
いは，連携の阻害要因にもなり，役割や価値の違い
から生じる専門職自身の藤に結びついている。イ
ンタビューにおいて相談支援従事者という，自らの
役割の社会的認知の低さが連携するうえで大きな役
割藤につながっていることが聞き取れた。専門職
間でお互いの差違を認めていく過程とともに，自分
は何者であろうといった藤から，自分自身の専門
職としてのアイデンティティを固めていき，多職種
に自己の役割を説明していくプロセスが連携を促進
させるうえで重要となる。役割説明においては，保
健医療専門職が利用者の治療的側面から生活全体
を捉えていく視点に対し，相談支援従事者は，本人
の環境を包括的に視野に入れ，家族等も含んだ環境
のなかでのバランスの悪さをアセスメントしていく
視点をもつことが，多職種との連携で発揮すべき専
門性といえる。
3.連携促進に求められる行動
1）個人レベル要因
調査対象者の多くが，実務的に定期的な業務連携
や恒常的なつながりを最初から期待するのではなく，
まず随時の情報交換を心がけている。つまり連携の
第1歩として，自らの存在と組織を宣伝，アピール
し，利用者をめぐる情報をこちらから発信するなど，
他機関への連絡を心がけるといった，コミュニケー
ションを中心とした交流の機会を重視している。
個人レベルのカテゴリーである『使命感』を具現
化するには，他者に追随せず自己の見解を述べる，
自分なりに納得のいく根拠を追求するといった自立
的で一貫性のある行動や，粘り強く目標達成を目指
すといった能動的な行動があげられる。
『人脈の築き方』については，日頃の面識づくり
をするうえで，人へのアプローチが多彩であるとい
った柔軟性のある行動や，人を巻き込んでいくとい
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った信頼感に基づく行動が求められる。『人脈の築
き方』に含まれるサブカテゴリーの「事前の駆け引
き」や「根回しの必要性」の段階では，自分の主張
をわかりやすく説明する，納得を得るために強い意
志を示すなどの説得力を含んだ行動や，相手の言い
たいことを敏感に察知する行動が連携するうえで求
められる。サブカテゴリーの「的確なメンバー選択」
は，キーとなる事実情報を把握し，状況の中で問題
点や課題を発見するとともに，そこに関わるチーム
メンバーを選択していけることである。
2）チームレベル要因
チームレベル要因には，『理念の共有化』，『情報
の共有化』，『合意形成』，『役割の明確化』がカテゴ
リーとして抽出された。
『理念の共有化』を具現化するには，利用者のニ
ーズや思いを的確に理解すること，本人がもつスト
レングスを重視すること，利用者への共感性をもつ
こと，利用者の感情を理解すること，傾聴すること
があげられる。
『情報の共有化』においては，サブカテゴリーと
して「情報提示の工夫」「共通認識」があげられ，
情報から要点を的確に把握し，大量の情報を迅速に
掌握するとともに，多職種との連携の場であるケア
カンファレンス等で自分の主張をわかりやすく説明
し，体系的に示すことができる。
『合意形成』のサブカテゴリーとして，「重要度と
緊急度を見極める」，「スケジューリング」が抽出さ
れたが，ここでは状況の中での問題点や課題を発見
し，優先順位を常に考え取捨選択するといった，重
要度と緊急度を考慮する行動が必要である。「達成
目標の明確化」，「意思の確認」においては，適切な
タイミングや当事者として責任を明確にしていくこ
とで目標への合意が形成されていく。
『役割の明確化』では，相談支援従事者としての
社会的認知が低いことから，多職種と連携するうえ
で自身の役割説明，役割分担の明確化が求められる。
相談支援従事者としての役割を明確にしていくうえ
で，他に先んじて自発的に行動する，積極的に自分
を売り込む，問題や必要性に気づいて先手を打つ，
といった多職種間の連携の場でイニシアティブをと
ることが連携促進要因における行動としてあげられ
る。また，相談支援従事者としての社会的認知の低
さは，他職種との連携において大きな役割藤を生
じさせているため，他者から受ける言動や状況の変
化に対して藤処理できるストレス耐性が求められ
る。
3）機関レベル要因
『関係機関との協働』におけるサブカテゴリーと
して，「支援機関の拡大」が抽出された。多職種間
の連携では，相談支援従事者のバックグラウンドに
よって得意不得意があるため，面識のある人脈を通
して，医療分野や司法分野での関わりを持ちやすい
メンバーに依頼するなど，他のチームメンバーとの
役割分担の明確化，すなわちチームアプローチを強
化することが連携促進要因となる。専門外の分野と
の連携においては，「機関同士の信頼関係」，専門職
相互の「専門性の尊重」がサブカテゴリーに抽出さ
れ，異なる見解を結集させてゴールに導き，合意を
得るべく働きかけ，効果的に相手の理解と納得を得
るといったリーダーシップをとる行動が求められる。
VI まとめ
本調査ではグループインタビューによって，相談
支援従事者のこれまで経験的に培ってきた多職種と
の専門職間連携における促進要因と阻害要因につい
て，実践に通じる言葉で体系的に捉えることができ
た。促進要因をミクロレベル（個人レベル），メゾレ
ベル（チームレベル），マクロレベル（機関レベル）
の3つのレベルから分析し，そこに求められる連携
行動を提示した。
グループインタビューから障害者相談支援従事者
は専門職間連携における自身の職務を，①生活面で
の対処課題に対して，よりよく応じられるように組
織的に働きかけていく「代弁者」，②問題解決に必
要な資源を仲介する「仲介者」，③専門職間の役割
調整をする「調整者」，④社会環境に焦点を向け働
きかける「交渉者」として認知している。多職種に
よる専門職間連携には，異なる専門職がそれぞれの
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職務を認識し，専門性を生かした役割と責任遂行が
求められる。連携をする上での連携促進要因と連携
阻害要因は表裏一体であり，障害者相談支援従事者
の職務に対する他職種の認知が高いほど，役割の明
確化は図られ連携促進要因へとつながる。しかし現
実には他職種に比べ障害者相談支援従事者自身の職
務認知は低く，役割の不明確化によって連携は困難
となっている。そのため関係調整による連携行動が
求められ，障害者相談支援従事者は多職種の専門職
に自らの職務や職責を明確に伝えるための，協働，
ネットワーキング，関係調整のための技法を用いた
ミクロ，メゾ，マクロレベルへの働きかけが求めら
れる。
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注
1） 相談支援事業は，障害者自立支援法の第5条第17
項1において，「地域の障害者等の福祉に関する各般
の問題につき，障害者等，障害児の保護者又は障害者
等の介護を行う者からの相談に必要な情報の提供及び
助言を行い，併せて指定障害者福祉サービス事業者等
と連絡調整，その他の厚生労働省令で定める便宜を総
合的に供与すること」とし，地域生活支援事業におけ
る必須事業として「一般的な相談支援」とされている。
同条第2項において，「支給決定をうけた障害者又は
障害児の保護者が障害者福祉サービスを適切に利用す
ることができるよう，当支給決定障害者等の依頼を受
けて，心身の状況，環境，障害者福祉サービス利用者
の意向その他の事情を勘案し，利用する障害福祉サー
ビスの種類及び内容，担当者，その他の事項を定めた
計画（サービス利用計画）を作成するとともに，サー
ビス利用計画に基づく障害福祉サービスの提供が担保
されるように，関連事業者の連絡調整その他の便宜を
提供すること」とされ，サービス利用計画作成との連
絡調整が位置づけられている。本調査のインタビュー
対象者は障害者自立支援法第77条，78条による「地
域生活支援事業」として実施する「一般的な相談支援」
と，障害者自立支援法第32条による「サービス利用
計画作成」に関わる相談支援と双方からの支援に関わ
る相談支援者である。
2）『社会福祉士及び介護福祉士法』第4章「社会福祉
士及び介護福祉士の義務等」において，第47条（連
携）「社会福祉士及び介護福祉士は，その業務を行う
に当たっては，医師その他の医療関係者との連携を保
たねばならない」と明示されている。
3） 社団法人日本社会福祉士協会倫理綱領では，倫理基
準「実践現場における倫理責任」の中で，（他の専門
職等との連携協働）「社会福祉士は，相互の専門性
を尊重し，他の専門職と連携協働する」と明示して
いる。
4） 菊池はチームワークには，①共通／共有された目標，
②メンバーの相互依存的な協働，③小集団という共通
した要件がみられるとし，これらを踏まえチームワー
クを，「明確な共有された目標を達成するために協働
して働く，異なった課題を持った2人以上の識別可能
な小集団」（菊池 2002，23）と定義した。本研究で
とりあげる多職種チームは，業務を行うワークチーム
である。チームメンバーには利用者本人や家族などが
含められるが，利用者や家族は業務を行う組織の一員
ではなく，意思決定を行う主体である。チームは利用
者の意思決定を前提として活動するため，本研究では
利用者や家族を含まない組織間のチームをとりあげて
いる。
5） 松岡は「連携」の特徴を，相互利益性，相互依存性，
相互作用性の3つを相互関係性として整理し，相互関
係性の強弱と公式性の高低を二軸に，最も公式性が強
く，相互関係性が強い専門職連携をチームワークと整
理している。また松岡は専門職間連携を「二人以上」
の「異なった専門職」が，「共通の目標達成」をする
ために行われる「プロセス」と定義し，最も「公式性」
が高く，かつ「相互関係性」の強い専門職間連携を
「チームワーク」と位置づけている。
6） 前田は「連携」を，第1段階の連絡（別個の組織に
よる随時の情報交換），第2段階の連携（異なる組織
による定期的な業務提携），第3段階の統合（1つの
組織が恒常的なつながりをもつ）の3段階から成り立
つとした。実務的には第2，第3段階から期待するの
ではなく，第1段階の連絡を心がけ，即時の見返りを
期待せずに，自らの存在と組織を宣伝し，利用者をめ
ぐる情報をこちらから発信することが重要であるとし
た。本研究の調査においても相談支援従事者は日頃か
ら多職種と第1段階の連絡に時間を費やしていること
がわかった。現状では慣れた関係のなかでの支援に満
足している状況もみられ，利用者へのニーズにさらに
対応するためには第2，第3段階に向けての連携が求
められる。
7） 窪田は「処遇困難」とみなされるケースには他にも，
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①現行社会福祉サービスが「ケース発見」をおろそか
にするために，発見と対処の遅れたケース，②変動的
な，個別性の高いニーズと，それに基づく多様なサー
ビスの組み合わせを必要とする長期の社会的ケアケー
ス，③問題的家族関係を基盤に発生する多重問題ケー
ス，以上の3つの種類が含まれており，多問題ケース
はそのうちの1つとする。
8） 事例を困難にする3要因を，援助職者要因の他に，
ケース要因として問題の難しさ（複数問題，問題の深
さ），クライアント要因としてクライアントの特性
（他者との関係形成，世界観，信条，モチベーション，
資源，対処能力）を提示している。
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